
札幌市コミュニケーションツール作成費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 札幌市障がい特性に応じたコミュニケーション手段の利用の促進に関する条例（平成２９年

条例第３０号）第８条第１項第１号の規定に基づき、事業者等が行う障がい特性に応じたコミュニ

ケーション手段（次項に定めるものをいう。）を活用するためのツール（以下「コミュニケーショ

ンツール」という。）の作成に要する費用の全部又は一部を補助することにより、合理的配慮の提

供を容易に行うことができるようにすることを目的とし、その作成に必要な経費について、この

要綱に定めるところにより予算の範囲内で補助金を交付する。

２ 障がい特性に応じたコミュニケーション手段とは、手話（触手話及び弱視手話を含む。）、要約筆

記、筆談、字幕、点字、指点字、音訳、拡大文字、代読、代筆、平易な表現、絵図、絵文字、記号、

身振り、手振り、口文字、透明文字盤、重度障がい者用意思伝達装置、パーソナルコンピュータ等

の情報機器その他の障がいの特性に応じて利用される意思等の伝達手段をいう。

（実施主体）

第２条 本事業の実施主体は、札幌市とする。

（対象者）

第３条 この要綱による補助を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、次の各号の

いずれかに該当する者とする。

（１）札幌市内に事業所を有する事業者

（２）札幌市内において活動する町内会、サークル、ＰＴＡ等の団体やグループ

（対象経費）

第４条 補助の対象とする経費（以下「対象経費」という。）は、札幌市内における合理的配慮の提

供を容易に行うことができるようにすることを目的とするものであって、申請年度の３月３１日

までに対象者が行うコミュニケーションツールの作成に係る経費のうち、別表に掲げる経費とす

る。ただし、国又は道その他の団体等が実施する事業により補助を受けるもの及び第７条による

交付決定の前に実施されたコミュニケーションツールの作成に要した経費を除く。

（補助金の額）

第５条 この要綱による補助金（以下「補助金」という。）の額は、対象経費の全額とする。ただし、

別表に掲げる補助限度額を上限とする。

（申請）

第６条 この要綱による補助を受けようとする者は、コミュニケーションツールの作成を実施する

前に、次の各号の書類により、申請年度の２月２８日までに市長に申請するものとする。

（１）札幌市コミュニケーションツール作成費補助金交付申請書（様式１）

（２）作成しようとするコミュニケーションツールの仕様書等

（３）対象経費の見積書（対象経費相当額が明記されたもの）等の写し

（４）その他市長が必要と認める書類

（補助金の交付の決定）

第７条 市長は、前条の申請を受理したときは、その内容を審査し、補助金の交付の可否を決定する

ものとする。



２ 市長は、前項の審査の結果、補助金を交付することを決定したときは、申請者に対し、札幌市

コミュニケーションツール作成費補助金交付決定通知書（様式２）により通知するものとする。こ

の場合において、市長は、補助金の交付の目的を達成するために必要があると認めるときは、必

要な条件を附すことができる。

３ 市長は、第１項の審査の結果、申請を却下することを決定したときは、申請者に対し、札幌市

コミュニケーションツール作成費補助金交付申請却下決定通知書（様式３）により通知するものと

する。

（補助金の再交付の決定）

第８条 本事業による補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、本事業に

よる補助金の交付の決定を再び受けることはできない。

２ 前項の規定に関わらず、本事業による補助を受けた金額の合計が補助限度額に満たない者につい

ては、本事業による補助金の交付の決定を再び受けることができる。この場合における補助金額は、

「補助限度額から、本事業による補助金の交付の決定を受けた金額の合計を控除した額」とする。

（決定内容の変更又は決定の取消し）

第９条 交付決定者は、コミュニケーションツールの作成に関する内容を変更又は作成を中止する

場合、あらかじめ、次の各号の書類を添えて市長に申請しなければならない。

（１）札幌市コミュニケーションツール作成費補助金内容変更（中止）承認申請書（様式４）

（２）その他市長が必要と認めた書類

２ 市長は、前項の申請内容を審査した結果、変更又は中止が必要であると認めたときは、前条第

２項の決定内容の全部若しくは一部を変更し、又は決定を取消すことができるものとする。

（完了の報告）

第１０条 交付決定者は、コミュニケーションツールの作成を完了した後３０日以内に、次の各号

の書類により、市長に報告をするものとする。ただし、市長への完了の報告は、補助金交付決定

日の属する年度の３月３１日を超えてはならない。

（１）完了報告書（様式５）

（２）領収書（対象経費相当額が明記されているもの）の写し

（３）札幌市コミュニケーションツール作成費補助金交付決定通知書の写し

（４）その他市長が必要と認めた書類

（補助金の確定）

第１１条 市長は、前条の報告に基づき、補助決定に沿った内容であるか否かについて審査を行い、

補助金額を確定するものとする。

２ 市長は、前項により補助金額を確定したときは、報告者に対し、札幌市コミュニケーションツ

ール作成費補助金交付確定通知書（様式６）により、補助確定額等を通知するものとする。

（補助金の交付）

第１２条 補助金は、補助額の確定の後において、次の各号の書類に基づき交付するものとする。

（１）札幌市コミュニケーションツール作成費補助金請求書（様式７）

（２）通帳（金融機関名、店名、口座番号、口座名義がわかるもの）の写し

（補助金の交付決定の取消し）

第１３条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又



は一部を取り消すものとする。

（１）偽りその他の不正行為により補助金の交付決定を受けたとき。

（２）補助金の交付決定の内容若しくはこれに付した条件又はこの要綱に違反したとき。

（補助金の返還）

第１４条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取り消しに

係る補助金が既に交付されているときは、期限を定めてその返還を命じることができる。

  附 則

この要綱は、平成３０年６月１日から適用する。



別表（第４条、第５条関係）

対象経費 適用 補助率 補助限度額

コミュニケーション

ツール作成費

・資料等の点字版作成

・資料等の音訳版作成

・コミュニケーション支援ボード作成

・動画への手話通訳の付与

・その他市長が適当と認めるもの
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